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不安に寄り添う政治のあり方勉強会 

中᫑報告 

 

令和元年 12 月 

 

１．なぜ、ቴたちはこの勉強会を始めたのか 
 

令和元年。新しい時代の入口にዊち、それぞれの地域で、人々が᝶

る景ᕣは様々である。 

「᥆くに医ᒋがいない」、「ひとりでᒈいていく」、「地域のつながり

がなくなった」、「子や孫の時代にはますます生活が厳しくなってい

く」。ᯖ景は異なっても、多くの人々が、漠然とした不安や懸念をと

もに持っている。 

このような不安を放ᑕせず、不安を抱える人々に政治が丁寧に寄

り添っていく必ᝰがある。あえて厳しい現状に目を向け、現場を歩き、

当事ᒋの生の声を受け止め、ណ決ገを探っていくべきではないか。 

こうした問ᯄ意ᠢから、参ᠫᬆᔭ民党は、本年 10月に本勉強会を

ዊち上げ、まず、地域の医師不᢯、独居᱕ᵩᒋ・孤独死、「地域」の

消滅・崩壊の３つの不安を中心に有ᠢᒋからヒアリングをᜋってき

た。 

11 月には、深刻な医師不᢯に直᭽するᦃ疎地のឬ療所や、᱕ᵩ化

がᥴむ中で地域のつながりを懸命に支える活動の現場をឥれ、率直

なご意᝶をお伺いした。 

本中᫑整理は、これまでのᒉ察Ꮋ果と、今後の検យの方向性を整理

したものである。 

 

２．地域の医師不᢯について 
 

（１）不安の中ᣰとその原因 

 地方を中心に、「ᔭ分のᣰの回りに医ᒋがいない」という不安が大

きくなっている。無医地区は、39ᦈ府県・256 市町村・637 地区に及

んでおり、全国的に喫Ꮺの០ᯄである。 

 ᥆年、医学ᦽ定員増により医師数は増加しているが、ᧁ市ᦽに医師

が偏在し、地方での医師不᢯はណ消していない。また、ឬ療ቷにより

医師の不᢯をឩえる強い声もある。 

このᓏ景として、新医師ᔬ床研修制度の導入や医師のライフスタ
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イルの変化ዿによる医局制度の弱体化、ᧁ市ᦽでのᫍ業ዿが指摘さ

れている。 

今回、地域医療を支える現場の医師の生のご意᝶をお伺いしたと

ころ、 

・地方では子供の教ᓉに不安がある。 

・最先ዠの医療技ᜎにតれる機会が少ない。 

・医師の使命感や善意に期待するだけではᬀ界。 

・市町村レベルの医師のᦖ正᧎ᑕがうまくいっておらず、ᧁᦈ府県

内でも偏在が大きい。 

・国がᡥ任をもって地域に医師を確保する仕Ꮃみが必ᝰ。 

といった切実なご指摘をいただいた。 

同時に、᱕ᵩ化がᥴむ中で、地域の病ᬆやឬ療所にᥩうための交ᥩ

手段が減少していることも០ᯄとして挙げられた。例えば、᱕ᵩにな

ったので᣹の免ឧを᥇᎙し、バスዿの公共交ᥩ機᫗を利用している

が、バスዿの本数の減少や、病ᬆዿに直ᜋする便利なバス便がないこ

とから、ᥩᬆዿに不安を抱いている᱕ᵩᒋが増加している。 

 

（２）対応の方向性 

 地域の人口減少がᥴむ中でも、日々のឬ療や救急医療など必ᝰな

医療へのアクセスをしっかり確保しなければならない。 

そのណ決ገとして、ឬ療や研修ዿにおける ICT の活用や、地域を

支える広域的な医療体制の整備、病ᬆ᫆への就任には地域勤務Ꮈᰲ

をᝰ件とするなど医師の地域勤務に対する一層のインセンティブの

付与の必ᝰ性ዿが指摘された。 

さらに、医学生の時から地域医療を支える一員として参加できる

仕Ꮃみを整備し、地域に᫗心を持ってもらうべき、医師のᒮ業的ᔭ由

に十分᧎慮した上で医師不᢯地域での短期᫑の勤務を求めるべきと

の意᝶もあった。 

 また、必ずしも患ᒋが定期的に医療機᫗にᢦかずとも、医療᭑ៃ相

៧を活用し、夜᫑や休日の不安に応えるべきとの意᝶に加え、Ꮈᦃច

察時のオンラインឬ療により、医療アクセスの確保だけではなく、家

庭内での様子の把握に活用している事例の報告もあった。さらには、

オンラインឬ療を外来ឬ療の代替ではなく、入ᬆ・外来・在宅に並ぶ

４つめのឬ療ᜋ為と位ᑕづけ、一層促ᥴすべきとの意᝶もあった。 

 本勉強会では、こういった意᝶、指摘を参ᒉにしつつ、今後も引き

Ꮡき、医師、医学生に地域で活ᣩいただく仕Ꮃみづくり、医師が不安
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なくプライマリケアに従事可ᓟな環境整備、オンラインឬ療・処方の

活用ዿを検យしていく。 

 

３．独居᱕ᵩᒋ、孤独死について 
 

（１）不安の中ᣰとその原因 

ᧁ市ᦽ・地方ᦽを問わず、全国で「１人で生きていく」「１人でᒈ

いていく」不安が広がっている。2015 年に 65 歳以上の１人暮らし᱕

ᵩᒋは᎔ 600 万人となり、今後、2040 年には᎔ 900 万人となること

が᝶᥀まれている。 

１人暮らし᱕ᵩᒋについては、毎日会ៃをしない人が 37%、ᯀれる

人がいない人が 13%という៤査があることに加え、有ᠢᒋからは、１

人暮らし᱕ᵩᒋの実態について、年᫑収入 120 万円未満が 44％、正

月 3が日を１人でᦃごす᱕ᵩᒋが 27％に及ぶ地域の報告があった。 

このように１人暮らし᱕ᵩᒋが増加したᓏ景には、世帯構成の変

化がある。1980 年には᱕ᵩᒋ世帯の半分が３世代世帯であったが、

現在は 11％まで低下し、単ᣰ世帯や夫婦のみ世帯が増加した。2035

年には、団塊の世代全員が、2 人に 1 人がᝰ介ᠯ状態となる 85 歳に

ᦉすることが᝶᥀まれる。既に、80 歳のខの収入にᯀりながら未婚

無ᒮの 50 代の子供が介ᠯする 8050 問ᯄがᯉ在化しているが、こう

した中᱕年が将来の生活困ኾᒋの予備᣼となる恐れがある。 

地域やខ族のネットワークが希ᙑ化したことで、孤独死も増加し

ている。東京ᧁ監察医務ᬆの報告では、東京 23 区における 65 歳以

上の単ᣰ世帯のᔭ宅死亡数（孤独死）は、2003 年の 1,441 人が 2018

年に 3,867 人となった。60 歳以上の᎔ 34％が孤独死をᣰ᥆に感じて

いる。孤独死は、特に 60代・70 代の男性᱕ᵩᒋに多い。 

孤独死はᧁ市の問ᯄでもある。例えば、1960 年代にᫍ発されたニ

ュータウンで孤独死が増加傾向にあるとの指摘があった。 

このように、社会から孤ዊし、支援を受けられないまま、孤独に死

を᥅える᱕ᵩᒋが増加している。こうした孤独死は、特に公的サービ

スを利用していない層から生じているとの指摘もあった。 

現場や有ᠢᒋからのヒアリングでは、 

・不安に思う人、ᖈしい人ほど声を上げないため、よりአ極的に手を

差し伸べることが必ᝰ。 

・ᜇ᐀にᯀるよりも、ዷ三ᒋの支援のほうが望ましい場合がある。 

・社会とのつながりがいったん無くなると、世᫑の目が厳しくなり、
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再就ᒮዿになかなかᎻび付かない。 

・地域の中に支援する人とされる人をことさら分けることは問ᯄで

あり、弱ᒋも担い手となれるような姿を目指すべき。 

といった指摘があった。 

 

（２）対応の方向性 

一ᦽの地域では、社会ቤ祉協ᠫ会やＮＰＯዿによる᝶守り支援、死

後事務委任などのサービスが提供されているが、今後は、引きこもり

の方やᬤ害ᒋを含め、対ᡉᒋをᬀ定しない支援が必ᝰであるという

意᝶や、社会ቤ祉協ᠫ会や民生委員の活動を支える必ᝰがあるとい

った指摘があった。 

また、公的制度外の地域の社会᡹源を活用すべきとの意᝶もあっ

た。例えば、ኮき住宅やスペースを利用した交流の場づくりや単ᣰ᱕

ᵩᒋ同士による᝶守りなど、互助的なᎳᐠのᓉ成も一つの方法であ

る、との指摘があった。 

本勉強会では、こういった意᝶、指摘を参ᒉにしつつ、今後も引き

Ꮡき、社会的孤ዊなどᝎᭁ化した個人や家族の០ᯄの把握、既存のቤ

祉制度の十分な活用、様々なዊ場の人がそれぞれに役割を持ち地域

で支えあう᫗係づくり、ᦃ度なᡝ担感のない「ᏺい」つながりのあり

方、ICT やウェアラブルの活用ዿを検យしていく。 

 

４．「地域」の消滅・崩壊について 
 

（１）不安の中ᣰとその原因 

 ᦃ疎地域を中心に、「住み慣れた地域で生活できなくなるという不

安」が広がっている。 

例えば、ᦃ疎地域ዿのᬺᗱでは、68%が「働き口の減少」、64%が「商

店・スーパーの᫋᪉」、51%が「公共交ᥩ機᫗の利便性の低下」、43%が

「伝Ꮖ的催事の᜙ᥘ」、38%が「ᦁ動会や収ኩ祭などのᜋ事の減少」に

直᭽している。 

このᓏ景には、᤼業生産・公共事業の減少による᤼村Ꮈ済の底割れ、

人口減少や᱕ᵩ化によるコミュニティのᓢ弱化があり、これらをᥩ

じて、地域に住みᏑけることの意味や意ᑭを᝶失う「់りのኮ洞化」

につながることが指摘されている。 

現在は、ご᥆所の助けや不便ながらも公共交ᥩ機᫗があって何と

か暮らしていける地域でも、これがいつまで持つのかという不安が
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あり、このままでは天災などを引き᧽に住民がᭇ散しᬺᗱが消滅し

てしまう懸念も指摘されている。 

実ᬣに、現場へのヒアリングでも、 

・ ᬧの市にᥩわないとᖇい人の働く場がないので、10年、20 年後に

は、ᬺᗱの担い手がいなくなるのではないか。 

・ ᢯（交ᥩ手段）がないから、病ᬆへのኄ動やᡮい物ができない。 

・ 活動拠点がᒈ朽化しているため、地域に外ᦽの人がᬺまり、泊ま

ったり活動したりできる施ឦが無い。 

・ 地域活性化の取ᎳはボランティアだけではᏐᏑできず、᡹᧽とマ

ンパワーが᢯りない。 

といった切実なご意᝶をお伺いした。 

また、最᥆では、田園回帰の動きも᝶られるが、ᔭ分の住む地域に

はᱻ力がない、宝がない、何もないからしょうがないといった「愚痴

の人」の地域よりも、「前向きの人」の地域の方が回帰する人が多く

なっており、ᧁ市とむらの᫑だけでなく、むらとむらの᫑やむらの中

でも格差が出てきているとの指摘もあった。 

 

（２）対応の方向性 

有ᠢᒋからは、「他人事」ではなく「ᔭ分事」として取りᎳみ、当

事ᒋ意ᠢを持つ人々を増やすことが地ᦈではあるが᧹ᝰであること、

地域の可ᓟ性を共有化し、まずは៷めからᓬ却する必ᝰがあること

が指摘された。そのᬣ、専᫇家よりも、住民に寄り添い、共感してく

れる担い手を確保することが᧹ᝰであり、地域外の人を巻き᥀む必

ᝰがあること、外ᦽのᒋによる地域の宝探しが有効であることが指

摘された。 

また、地域ᦁ営Ꮃᐠのようにᏺやかなつながりの様々な主体がᬺ

まる場で、ᏺやかな改ᮁ・合意形成をᜋうことや、ᢨ業・Ꮠ業・ኄ業

（サテライトオフィス）・多業のᎳみ合わせによる「しごと」づくり、

人口減人材増の「にぎやかなᦃ疎」をᧁ市᤼村共生社会の拠点とし、

更にはＳＤＧｓ理念実現へ挑戦する場にしていくべきといった方向

性が示された。 

本勉強会では、こういった意᝶、指摘を参ᒉにしつつ、今後も引き

Ꮡき、地域づくりと田園回帰・᫗係人口の好循環に向けた取Ꮃの強化、

５Ｇ、Society5.0 への対応など地域の情報インフラの整備・活用、

ᦃ疎地・᤾地といった条件不利地域への支援の拡充ዿについて検យ

していく。 
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５．今後に向けての決意 
 

 現在、政府においては、全世代型社会保ᬤ改ᮁや地方創生、東京一

極ᬺ中是正ዿの取Ꮃをᥴめているが、これまでのᒉ察をᥩじて、こう

した改ᮁの取Ꮃだけでは、全国に広がる漠然とした不安に十分対応

できていないのではないかと感じるにᔯった。 

 現場の᝹察をᥩじ、厳しい状況下でも懸命に取りᎳむ方々に勇気

づけられた反᭽、漠然とした、しかし深く拡がる「不安の声」が中央

の政ገ中枢に届いていないことを痛感させられた。特に、中央省庁の

政ገዊ案・執ᜋには、政ገの受け手、とりわけ地方や現場の声が伝わ

りづらく、それらを吸い上げる仕Ꮃみの再構ጮが必ᝰである。そのた

め、政府においても、世៭៤査ዿをᥩじて、まずは国民が持つ不安の

実態把握をᥴめるよう求める。また、政府は、審ᠫ会ዿの委員の任命

やᦁ営にあたり、地方や現場の声が十分に反映されるようにすべき

である。 

政治がᔭらの姿勢で主導し、ᜋ政がそのᎳᐠの力をフルに活かし

て、現場にᢦき、不安を抱える人の声にᒘを傾け、新たな政ገづくり

の礎とする。こうした地ᦈで真摯な姿勢こそが今、最も求められてい

るのではないか。 

それはすなわち、政治の原点でもある。 

全ての政ገに、地域の声を。 

 参ᠫᬆᔭ民党は、全ᠫ員の力をᎻᬺし、更に山奥に分け入り、津々

浦々に᢯をᦁび、不安の声を我々ᔭᣰの目でᒘでᬺめᏑける。本勉強

会は、さらに᝹察とᠫ៭を᧹ね、来夏に向けてさらに活動を深化させ

ていく決意である。 

 

                        以 上 
 



不安に寄り添う政治のあり方勉強会 開催経緯 

 

【令和元年（2019 年）】 

10 月 25 日（金） ヒアリング第１回（医師の地域偏在） 

        ・印南 一路 慶應義塾大学総合政策学部教授 

   ・黒木 春郎 医師・オンライン診療研究会会長 

10 月 28 日（月） ヒアリング第２回（独居高齢者・孤独死） 

        ・河合 克義 明治学院大学教授 

        ・結城 康博 淑徳大学総合福祉学部教授 

11 月 1 日（金） ヒアリング第３回（「地域」の消滅・崩壊） 

        ・小田切徳美 明治大学農学部教授 

11 月 8 日（金） ヒアリング第４回（医師の地域偏在、「地域」の消滅・崩壊） 

        ・尾身  茂 （独）地域医療機能推進機構理事長 

        ・作野 広和 島根大学教育学部教授 

11 月 15 日（金） ヒアリング第５回（独居高齢者・孤独死、「地域」の消滅・崩壊） 

        ・新郷 由起 ノンフィクション作家 

        ・多田 朋孔 ＮＰＯ法人地域おこし理事・事務局長 

11 月 22 日（金） ヒアリング第６回（「地域」の消滅・崩壊、独居高齢者・孤独死） 

        ・菊池まゆみ 秋田県藤里町社会福祉協議会会長 

        ・大阪府住宅供給公社 

11 月 27 日（水） 中間報告（案）について 

 

 
11 月 17 日（日） 青森県現地視察 

18 日（月） 
        ・新郷村国保新郷診療所 

        ・五所川原市七和地区活性化協議会 

        ・五所川原市社会福祉協議会 

        ・深浦町深浦国保診療所 

        ・地元住民との意見交換会 


